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収入状況・特別控除に関するチェックリスト 
 
学⽣番号            ⽒名                
 
この用紙は、全員提出です。 
すべての回答欄において、「はい」「いいえ」いずれかに○を付けてください。 
「はい」と答えた項目については証明書類を提出してください。 
詳細は、貸与奨学金案内 32〜39 ページで確認してください。 
 

収入状況（生計維持者①） 

生計維持者①  氏名：             続柄：       
申込日時点の状況 回答 必要な証明書類 コピー 

の提出 証明書に記載の金額 計算 年額 

2022 年 1 ⽉ 1 ⽇以前から申込⽇時点ま
で同じ勤務先（または同じ業務形態で事
業経営）※１ 

はい・いいえ 

マイナンバーから情報を取得します。証明書類の提出は不要です。 2022 年 1 ⽉ 1 ⽇以前から申込⽇時点ま
で無職・無収⼊ ※１ はい・いいえ 

2023 年 1 ⽉ 1 ⽇時点で⽣活保護費を受
給している はい・いいえ 

（申込者（学⽣）本⼈が）18 歳となる
前⽇に社会的養護を必要する⼈として
施設等に在籍または⾥親等に養育され
ていた 

はい・いいえ 

い
ず
れ
か
⼀
つ 

施設在籍等証明書 ○ 

０円  ０円 
児童（⾥親）委託証明書 ○ 

措置解除決定通知書 ○ 

施設等在籍・退所証明書 × 

2022 年 1 ⽉ 2 ⽇以降に退職・休職した
（廃業・休業） はい・いいえ 

い
ず
れ
か
⼀
つ 

離職票 ○ 

０円  ０円 
退職証明書 × 

廃業届受理証明 ○ 

収⼊に関する事情書 × 

2022 年 1 ⽉ 2 ⽇以降に就職・転職した 
※現在、複数の勤務先があり、1 つでも
上記の状態に当てはまる 

はい・いいえ 

い
ず
れ
か
⼀
つ 

給与明細（直近３か⽉分） ○ 〈⽉平均〉 
円 

×12 
×15 円 

年収⾒込証明書 × 
  円 

源泉徴収票 ※2 ○ 

⽣計維持者が海外に居住している はい・いいえ 

い
ず
れ
か
⼀
つ 

2022 年 1 ⽉〜12 ⽉の給与明細・帳簿等 ○ 〈⽉平均〉 
円 

×12 
×15 円 

（無職・無収⼊の場合）2022 年 1 ⽉〜12
⽉までの間の無収⼊を証明する書類 ○ 

０円  ０円 （無職・無収⼊の場合） 
収⼊に関する事情書 × 

2022 年 1 ⽉ 2 ⽇以降に開業 はい・いいえ 

い
ず
れ
か
⼀
つ 

帳簿（直近 3 か⽉分） ○ 
〈⽉平均〉 

円 ×12 円 税務署印のある確定申告書（第⼀表・第
⼆表）または受付印のある市区町村⺠
税・県⺠税申告書（いずれも最新のもの） 

○ 

雇⽤保険基本⼿当（失業⼿当）を受給し
ている はい・いいえ 雇⽤保険受給資格者証 ○ 

基本⼿当⽇額      円 
×所定給付⽇数     ⽇ 

−2022 年 12 ⽉以前の受給額     円 
円 

傷病⼿当を受給している はい・いいえ 傷病⼿当⾦通知書 ○ ⽀給⾦額       円 
÷⽀給⽇数   ⽇ ×365 円 

年⾦を受給している はい・いいえ 年⾦振込通知書・年⾦額改定通知書・年⾦証書 ○ 〈⽉額〉     円 ×12 円 
児童⼿当・児童扶養⼿当・特別児童扶養
⼿当を受給している はい・いいえ 申込⽇時点の受給額が記載された通知書・⼿当

が振込まれている通帳（写） ○ 〈⽉額〉     円 ×12 円 

援助を受けている はい・いいえ 援助年額の証明 ×   円 

その他公的⼿当等 はい・いいえ 受給⾦額が記載された通知書 ○ 〈⽉額〉     円 ×12 円 

※１ 海外に居住している場合はマイナンバーから情報を取得できないため、上記「⽣計維持者が海外に居住している」に「はい」と回答してください。 
※２ 新勤務先に 2022 年 1 ⽉ 2 ⽇から 2023 年 1 ⽉ 1 ⽇の間に就職し、申込⽇時点まで同じ勤務先・雇⽤形態である場合に使⽤できます。 

  

裏⾯につづく 
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収入状況（生計維持者②） 

生計維持者②  氏名：             続柄：       
申込日時点の状況 回答 必要な証明書類 コピー 

の提出 証明書に記載の金額 計算 年額 

2022 年 1 ⽉ 1 ⽇以前から申込⽇時点ま
で同じ勤務先（または同じ業務形態で事
業経営）※１ 

はい・いいえ 

マイナンバーから情報を取得します。証明書類の提出は不要です。 2022 年 1 ⽉ 1 ⽇以前から申込⽇時点ま
で無職・無収⼊ ※１ はい・いいえ 

2023 年 1 ⽉ 1 ⽇時点で⽣活保護費を受
給している はい・いいえ 

2022 年 1 ⽉ 2 ⽇以降に退職・休職した
（廃業・休業） はい・いいえ 

い
ず
れ
か
⼀
つ 

離職票 ○ 

０円  ０円 
退職証明書 × 

廃業届受理証明 ○ 

収⼊に関する事情書 × 

2022 年 1 ⽉ 2 ⽇以降に就職・転職した 
※現在、複数の勤務先があり、1 つでも
上記の状態に当てはまる 

はい・いいえ 

い
ず
れ
か
⼀
つ 

給与明細（直近３か⽉分） ○ 〈⽉平均〉 
円 

×12 
×15 円 

年収⾒込証明書 × 
  円 

源泉徴収票 ※2 ○ 

⽣計維持者が海外に居住している はい・いいえ 

い
ず
れ
か
⼀
つ 

2022 年 1 ⽉〜12 ⽉の給与明細・帳簿等 ○ 〈⽉平均〉 
円 

×12 
×15 円 

（無職・無収⼊の場合）2022 年 1 ⽉〜12
⽉までの間の無収⼊を証明する書類 ○ 

０円  ０円 （無職・無収⼊の場合） 
収⼊に関する事情書 × 

2022 年 1 ⽉ 2 ⽇以降に開業 はい・いいえ 

い
ず
れ
か
⼀
つ 

帳簿（直近 3 か⽉分） ○ 
〈⽉平均〉 

円 ×12 円 税務署印のある確定申告書（第⼀表・第
⼆表）または受付印のある市区町村⺠
税・県⺠税申告書（いずれも最新のもの） 

○ 

雇⽤保険基本⼿当（失業⼿当）を受給し
ている はい・いいえ 雇⽤保険受給資格者証 ○ 

基本⼿当⽇額      円 
×所定給付⽇数     ⽇ 

−2022 年 12 ⽉以前の受給額     円 
円 

傷病⼿当を受給している はい・いいえ 傷病⼿当⾦通知書 ○ ⽀給⾦額      円 
÷⽀給⽇数   ⽇ ×365 円 

年⾦を受給している はい・いいえ 年⾦振込通知書・年⾦額改定通知書・年⾦証書 ○ 〈⽉額〉     円 ×12 円 
児童⼿当・児童扶養⼿当・特別児童扶養
⼿当を受給している はい・いいえ 申込⽇時点の受給額が記載された通知書・⼿当

が振込まれている通帳（写） ○ 〈⽉額〉     円 ×12 円 

援助を受けている はい・いいえ 援助年額の証明 ×   円 

その他公的⼿当等 はい・いいえ 受給⾦額が記載された通知書 ○ 〈⽉額〉     円 ×12 円 

※１ 海外に居住している場合はマイナンバーから情報を取得できないため、上記「⽣計維持者が海外に居住している」に「はい」と回答してください。 
※２ 新勤務先に 2022 年 1 ⽉ 2 ⽇から 2023 年 1 ⽉ 1 ⽇の間に就職し、申込⽇時点まで同じ勤務先・雇⽤形態である場合に使⽤できます。 
 

特別控除 

質問 回答 提出書類 

⺟⼦または⽗⼦世帯ですか はい・いいえ 
・⽣別    年  ⽉（児童扶養⼿当 有・無 ） 
           （養育費    有・無 ） 
・死別    年  ⽉（遺族年⾦   有・無 ） 

家族の中に障がいのある⽅はいますか はい・いいえ ・障がい者⼿帳のコピー 

主たる⽣計維持者が単⾝赴任のため別居していますか はい・いいえ 

・住居費・光熱⽔費・家具・家事⽤品の領収書のコピー 
※２〜３か⽉分以上（最低 1 か⽉分は必要） 
※別居が 1 年に満たない場合は、領収書等から年間の実費を推算し、そ

の計算式のメモを添付してください 
家族の中に、６か⽉以上の⻑期療養中の⽅、または⻑期
療養が必要と認められる⽅はいますか 

はい・いいえ 
・1 年間の⽀出⾦額の計算式（様式任意） 
・直近 6 か⽉分の領収書のコピー 

この 1 年間に、⽕災・⾵⽔害・盗難などの被害を受け
たことがあり、2 年以上にわたって⽀出増加・収⼊減少
がありますか（⾒込まれますか） 

はい・いいえ 
・罹災証明書または盗難届の証明書 
・被害により⽣じた実費を証明する領収書のコピー 
・被災に伴う保険⾦等の受給がある場合は、その⾦額がわかる書類 

 

有の場合は、上記収⼊状況
の表を参照し、証明書類を
提出してください 


